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第3章　森林とワンヘルス

はじめに

　人類はこれまで多くの人獣共通感染症の発生を経験してきた（前田 2019）。い
くつか主要な例を挙げると，マレーシアで発生したコウモリなどを宿主とするニ
パウイルス，中国でコウモリから伝播したSARS（重症急性呼吸器症候群）（2002年），
メキシコのカモなどを宿主とするH1N1インフルエンザ（2009年），中東地域で
ラクダが宿主であるとされるMERS（中東呼吸器症候群）（2012年）がある。また，
その後コウモリが宿主と考えられ，アフリカ中央部で発生していたエボラ出血熱
は，2013年に西アフリカで爆発的な感染を引き起こした。また2019年，中国
で始まったコウモリ由来といわれる新型コロナウイルス感染症はパンデミックを
引き起こし，今も封じ込めはできず我々の健康と生活に深刻な影響を与え続けて
いる。新型コロナウイルス感染症以外でも，海外で発生した人獣共通感染症で日
本にも伝播し，流行がみられるものも多い。2014年には通常熱帯地域でみられ，
蚊が媒介するデング熱の感染が一時的ではあったが発生した。これらの感染症は
エボラ出血熱のように局地的なものから，新型コロナウイルス感染症のようにグ
ローバルに拡大するものもある。1993年マダニによるダニ媒介性脳炎が北海道
で発生，マダニが媒介する重症熱性血小板減少症候群は全国に分布し，2012年
以降毎年患者が発生している。いずれの感染症も地理的範囲は異なるものの，こ
れまで人間の脅威となってきた。そして，これら感染症の多くは森林に棲むコウ
モリや哺乳類などの野生動物が宿主となり感染を媒介している。
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　人獣共通感染症は，人間がり患する病気のなかでどの程度の頻度であったのだ
ろうか。人類が経験する新しい病気のうち7割が野生動物や家畜が宿主となる人
獣共通感染症であるといわれている（Stephens et al. 2021）。また，1940年か
ら2004年の間に発生した335件の新しい感染症を調査したJones et al. （2008）

によると，調査した人獣共通感染症のうち7割に野生動物が関与していたと報告
している。人獣共通感染症の発生を食い止めるには，野生動物と人間の接触を減
らすことが重要となる。多くの野生動物は森林地帯に生息している。人獣共通感
染症，特に野生動物がかかわる感染症の発生は，人間が森林など開拓されていな
いフロンティアに近づき，人間や家畜と野生動物の距離が縮まることで接触機会
が生まれることによる。ただそれだけではなく，都市や農地の開発に伴う土地利
用変化が野生動物の生態系に影響を与え，感染症の原因となる病原体の宿主の分
布を変化させることが重要な原因のひとつであることが明らかにされている
（Tollefson 2020）。
　ワンヘルスは人獣共通感染症を主要な考察対象に含むが，より広い概念として
とらえると，野生動物と人間の共存についての課題も含んでいる。森林を切り開
いて人間が活動領域を拡大した結果，野生動物のすみかとの重複が起こり接触機
会が増えることによって，感染症だけでなく動物が人間に危害を加え，最悪の場
合死に至らしめることもある「人獣衝突」ともいえる事例が起こっている。日本
でも，ヒグマが人に危害を加える事例が後をたたず，またインドネシアではスマ
トラトラが人を襲う事例がみられる。市街地近くに住むシカやイノシシが運ぶダ
ニを媒介する感染症のリスクも見過ごせない。人間の居住地域に隣接する森林に
生息する野生動物との接触管理は喫緊の課題であろう。このため，人獣共通感染
症に限らず，人間と野生動物との接触管理全般もワンヘルスの重要な課題ととら
えられる。
　過去60年を振り返ると，地球上の土地の3分の1が改変され（Winkler et al. 

2021），2000年から2018年の間の森林破壊の90％は，畜産を含む農業に関連
していた（World Bank 2022）。また，世界の森林の現状をみると，森林の9割
が天然林で占められており，森林破壊のスピードが大きいのがアフリカである一
方，アジアでは森林減少のスピードは減速してきていることが報告されている
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（FAO 2020）1）。森林は地球温暖化の原因となる温室効果ガスを吸収するための
シンクとして，また天然林や原生林は生物多様性の保全の対象として，その減少
を食い止める対策が急務であると考えられてきた。とりわけ途上国における農地
拡大や都市化が，森林破壊の重要な要因である。また，近年は気候変動による乾
燥などの影響もあり，世界各地で森林火災が多発しており，気候変動が森林破壊
に影響を与える側面も無視できない。
　森林保全にかかわるさまざまな施策はこれまでも気候変動枠組み条約や生物多
様性条約，また各種国内法や民間の取り組みなどで行われてきたが，ワンヘルス
の分野では検討が始まったばかりである。学術の分野でも森林とワンヘルスに関
する検討，特に社会科学の見地からの検討はまだ十分な蓄積があるとはいえない。
本章でも参考文献としていくつかの文献を取り上げているが，疫学的，医学的な
領域を含む分野では，野生動物と感染症について多くの研究が行われている
（Andoh et al. 2023; Rabinowitz et al. 2018）。しかし，人獣共通感染症の発生
を予防し，発生後に対応するためには，社会や経済の側面を含むさまざまな視角
からの検討が必要である。人獣共通感染症や人と野生動物の接触による問題の重
要な予防策のひとつは森林破壊を防止することであるが，そのためには，住民が
どのように森林とともに暮らし，土地利用を行ってきたのか，また住民の生計が
森林にどうかかわるのかなどの理解に基づく社会的施策の導入が欠かせない。し
かし，人獣共通感染症の発生を抑制する，また野生動物と人の接触管理を行う目
的での森林にかかわる国際・国内施策やその社会実装についてはまだ十分検討が
行われているとはいえない。長期的な計画が必要となる森林管理と経済発展や開
発との関係において，どのように将来の人獣共通感染症を予防し接触管理を行う
のかについて，社会科学的な見地からのエビデンスとなる研究の必要性は高まっ
ている。
　ただし，新型コロナウイルス感染症を含む国際的な感染症によるパンデミックもあり，
国連食糧農業機関（Food and Agriculture Organization: FAO）や世界銀行（World 

Bank）などで，ようやくグローバルな政策についての検討，なかでも長期的視

1）FAO報告書は，林野庁のホームページで日本語訳や要約が出されている。
	 https://www.rinya.maff.go.jp/j/kaigai/index.html（2023年12月4日アクセス）

https://www.rinya.maff.go.jp/j/kaigai/index.html
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野に立った予防のための政策検討が加速してきているようにもみえる（World 

Bank 2022; World Bank and FAO 2022）。とりわけ，感染症発生により失われ
る人命や社会的コストに比べて，予防措置を講じるコストの方が低いことから，
世界銀行などでは予防への取り組みが重視されている。
　本章はこの時機をとらえ，人獣共通感染症発生をはじめ，人と野生動物の接触
がもたらす諸問題における森林の役割について文献をもとに整理を行い，政策の
方向性を考察することを目的とする。まず，森林と人獣共通感染症がどのような
関係にあるのか，これまでの知見を確認する。次に，森林保護や気候変動対策，
そして生物多様性保全等を目的として行われてきた既存の森林政策は，ワンヘル
スの文脈でどのような役割を果たすのかを考察する。その検討をふまえ，また発
生事例とその対策事例をもとに，ワンヘルスの視点から既存の森林保全政策に加
えて必要な森林施策の方向性について考察する。
　以下第1節では，まず森林破壊と人獣共通感染症の関係やメカニズムについて
先行文献のレビューを行う。第2節では森林保護について国内，国際，民間の施
策について概観する。そして，既存の森林保護政策が人獣共通感染症予防にどの
ように貢献するのか，またワンヘルス政策で学べることは何かについて議論を行
う。第3節において，開発途上国と先進国である日本の人獣共通感染症や，人と
野生動物の接触がもたらす問題と対策事例を提示する。第4節において，事例を
もとに，ワンヘルスの視点からの森林政策として，追加的に何が必要なのかを考
察する。最後に本章のまとめを行う。

森林破壊が感染症発生にいたるメカニズム1

　森林破壊と感染症発生のメカニズムにはいくつかの経路が考えられている（図
3-1）。土地利用変化は，林業や農地，畜産業による農地開拓，灌漑やインフラ建
設，鉱業による自然資源利用や都市化等の開発が引き起こしている。このような
土地利用変化は，第一に野生動物と家畜の接近をもたらし，豚などの家畜から人
間へと感染ルートを広げる（畜産とワンヘルスについては第4章を参照）。第二に野
生動物と人間の接近ももたらすことで，コウモリやサルなど野生動物から人間へ
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の感染ルートも拡大することになる。人間と野生動物の接近を発生させるメカニ
ズムは次のように説明できる。農業や林業，都市開発等による土地利用変化によ
って，森林などの自然が広く消失する。そしてそれまで人が立ち入らなかった自
然の奥地にまで人が侵入し，敷設された道路や農地で，人や家畜が感染症の病原
体をもつ野生動物と接触することで感染症が広がっていく。感染症の発生は，生
態系のバランスが崩れることで病原体やウイルスの宿主となる動物の生息範囲が
広がることにも起因する。森林に敷設される道路や部分的な森林破壊によって野
生動物のすみかが分断され，その過程で人間との接触の機会が増加するというこ
とも要因となる。また，野生動物を食用にするなどの習慣がある地域も多く，そ
の場合は売買を通じて移動した先でも新たな感染を広げる可能性もある。
　森林破壊リスクと生物多様性の状況，家畜の数，人口密度の高さを考慮すると，
アジアで家畜からの感染リスクが高い地域には中国，インド，インドネシアのジ
ャワ島などがある。そして野生動物からの感染リスクが高い地域にはインドネシ
アのスマトラ島，カリマンタン島，タイ，カンボジア，ラオスなどが挙げられて
いる（World Bank 2022）。
　土地利用変化のなかでも，森林破壊や森林分断が感染症に与える影響はこれま
でも多く研究されてきた。土地利用変化と感染症を対象とした文献をレビューし
た研究（Gottdenker et al. 2014）によると，1975年から2012年の40年弱の間
の300余りの論文のうち，森林破壊を対象とした論文が45％を占めた。そして，
土地利用変化が感染症に影響（増加または減少）を与えたという結果は全体の3割，
関連がないとした研究は2.4％であった。ただし，論文数は増加しているものの，

図3-1　森林伐採が人獣共通感染症にいたる経路

（出所）世界銀行報告書（World Bank 2022）図5より筆者作成。

森林伐採 土地利用変化

林業，農業，畜産業，開発

家畜から感染リスク

野生動物から感染リスク

高リスク地域：中国，インド，ジャワ

高リスク地域：スマトラ，カリマンタン
タイ，カンボジア，ラオス
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森林破壊が感染症の伝播に与える影響の大きさや経路，メカニズムは十分に解明
されているとはいえない。とりわけ，病原体の宿主が複数種ある場合，また病原
体の媒介や宿主となる種の関係性の変化など，森林破壊が感染症に与える影響の
経路は複雑で，感染症の伝播のメカニズムは特定の事例に依存すると考えられて
いる。たとえばGibb et al.（2020）で森林減少が人獣共通感染症を増加させるメ
カニズムを詳細に分析した結果，森林減少により生物多様性が減少し，これまで
生存していた生物種がいなくなり，代わりに病原体の宿主となりやすいコウモリ
やネズミなどの種がとってかわったことが，感染事例増加の原因となったと議論
している。同様のメカニズムは，森林破壊とエボラ出血熱の関係を調べた論文
（Olivero et al. 2020）でも明らかにされている。森林破壊や森林の分断化，農
業やアグロフォレストリー（森林農法）により，特定の種のオオコウモリ（fruit 

bat）の個体数が増加し，人間とこれらのコウモリの生息地域が重複し，接触が
起こったことでエボラ出血熱の感染源になった可能性があると議論している。人
間も動物も生産性が高い肥沃な土地を利用するため，そこで人獣の活動地域に重
複が起こることが感染を引き起こす契機となりやすい。
　このような例としては，コウモリが保有するウイルスが豚を介して人に感染し，
急激な発熱や頭痛，急性脳炎の症状で意識障害を引き起こす重篤な感染症である
ニパウイルスでもみられる。森林破壊とそれに伴うヘイズ（煙霧）の発生，また
同時期のエルニーニョ現象による干ばつでコウモリの餌が減り，人里近くの果樹
（ドリアン，ランブータン，マンゴなど）に餌を求めてきたことで，コウモリと家
畜や人間の距離が接近し，排せつ物等を通じて感染が広がったことが原因となっ
たとされている（Chua, Chua and Wang 2002）。
　しかし森林破壊が感染症を必ず増加させるとは限らず，森林破壊が感染症に与
える影響は時間の経過とともに変化したり，森林破壊の規模が大きくなると，感
染増加率は低下する傾向にあることも報告されている（Bauhoff and Busch 

2020; Santos and Almeida 2018）。宿主のすみかとなる森林面積が減ることで，
宿主の個体数が減ることなどを反映したものと考えられる。それでは森林を大規
模に減少させることはワンヘルスの観点から有効な対策といえるのだろうか。
Tollefson（2020）はこのような議論に警鐘を鳴らしている。土地利用変化によ
る森林減少により生物多様性が減少し，多くの野生動物の個体数が減る一方，別
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の少ない種類の野生動物，たとえばネズミなど感染症の宿主となりやすい種が代
わりに増加し，また人間との距離が縮まることで感染症の発生が増加することを
危惧するためである。まだコンセンサスは得られていないが，生物多様性の度合
いが高いほど，病原体が感染を広げやすい宿主に到達しにくいことから，生物多
様性が感染拡大を食い止め希釈効果をもつという仮説もある（岡部 2022）。希釈
効果が認められれば，生物多様性の保持がワンヘルスにとって重要な施策である
根拠のひとつとなるだろう。
　その他にも，森林減少があってもさまざまな政策や対策が講じられた結果，感
染症の発生が抑制されることが示されている。マラリアと森林破壊の関係では，
森林破壊当初はマラリアり患が増加したが，その後インフラ整備や健康管理の向
上で減少に向かった。森林破壊後，時間の経過とともにさまざまな対策がとられ
ることで感染症の増加に与える影響も変化する（De Castro et al. 2006）。数理モ
デルで森林破壊や社会経済がマラリア流行へ与える影響を検証した論文では，森
林破壊が感染症の増加に与える影響が顕著であるが，その他にもヘルスケアや衛
生状態が影響すると議論している（Mandal, Sarkar and Sinha 2011; Yang and 

Ferreira 2000）。健康教育は感染症の発生や増加を抑制する効果があることが明
らかになっている（Amoran 2013）。ただし，複数の感染症が発生する可能性が
ある際，たとえば新型コロナウイルス感染症の対策にリソースがとられていて，
マラリア対策がおろそかになる可能性があるなど，対策予算や人員の影響も受け
るだろう。
　また，地理的条件や栽培する作物によっても人獣共通感染症の広がりは変化す
る。たとえば大豆栽培地ではマラリア感染が増加しなかった事例があるなど
（Santos and Almeida 2018），とるべき施策は万能（one-size-fits-all）ではない
ことにも注意が必要であろう。

マクロの森林管理――既存の森林保護政策と民間施策――2

　森林破壊を直接的に食い止めるための政策は，これまで森林保護，気候変動対
策，生物多様性保全などさまざまな目的に対して行われてきた。またこれらの政



56

策は国際レベル，国レベル，地方レベルなど複数の階層で実施されている。既存
の政策や施策は，多くの場合人獣共通感染症や人獣衝突の観点では考えられてお
らず，人間，生物，環境を同時に守るワンヘルスの枠組みでもないが，森林減少
を食い止めるための既存の政策は，ワンヘルスの文脈でも有用であろう。さらに，
国際レベル，国レベル，または民間の森林政策や施策から得られる知見は，ワン
ヘルスに焦点を当てた政策を実施する場合にも活用が可能であると考えられる。
　天然林が賦存する国の森林政策については豊富な既存研究がある。本章は森林
政策を目的とするものではないためレビューにとどめるが，各国の政策，国際的
な条約や制度，民間の取り組みなど複数のレイヤーによる森林減少対策が行われ
ている（McDermott, O'Carroll and Wood 2007）。各国の森林政策は，歴史的に
木材利用をめぐって始まり，森林保護政策，気候変動政策に発展してきた。森林
政策と密接にかかわる土地利用については，中央政府や地方政府レベルで保護林
や生産林など区域を設定したり，生産林では伐採権の設定や伐採条件を決めるな
どの施策がとられてきた。途上国では特に土地の所有権が曖昧なことが土地利用
政策を難しくしていることから，国公有や私有，共有林を含め森林の所有権を明
確化する取り組みも行っている。この過程では，先住民の森林利用についての配
慮も行われてきた 2）。既存の政策における土地の所有権や土地利用に対する政策
実施上の課題は，この後述べるワンヘルスの対策とも共通することから，学べる
ことは多いと考えられる。
　森林にかかわる国際的な取り組みには複数のアプローチがある。表3-1は国際
的な森林にかかわる取り組みと分野を例示したものである。森林に関する国際条
約は締結されていないが，1983年には国際熱帯木材協定（International Timber 

Trade Agreement: ITTA）が策定された。ITTAは木材貿易と森林，経済発展に
焦点を当てた協定であるが，これを37の木材生産国と39の木材消費国が参加す
る国際熱帯木材機関（International Tropical Timber Organization: ITTO）が引
継ぎ，政府間組織として熱帯林資源の保全と持続可能な森林経営の促進を行って
いる。ITTOは木材という財に焦点を当てた組織であるが，近年人の健康と森林

2）たとえばインドネシアは法的な所有権に基づく土地利用制度と先住民の過去からの土地利用実態に
基づく慣習による制度が混在している。
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の持続可能性を結びつける動きが始まっている。ただし，人と野生動物のかかわ
りという観点での取り組みというよりも，より広いエコシステムの管理をめざす
ものといえる。1992年のリオでの地球サミット（国連環境開発会議）を契機に持
続可能な森林経営の基準・指標を策定するモントリオール・プロセス，持続可能
な森林経営に関する政府間機関である国連森林フォーラムが設置された。国連砂
漠化対処条約（United Nations Convention to Combat Desertification: UNCCD）

でも，アフリカなど砂漠化が進行する地域の森林破壊を食い止める対策が行われ
ている。
　生物のうち，絶滅の恐れのある野生動植物の国際取引について定めたワシント
ン条約（Convention on International Trade in Endangered Species in Wild Fauna 

and Flora: CITES）も森林や動植物を扱う条約である（第9章参照）。多国間環境
条約では，地球温暖化対策の国連気候変動枠組条約（United Nations Framework 

Convention on Climate Change: UNFCCC）と1997年の京都議定書が締結され
た。対象となる締約国は温室効果ガス排出量について報告が求められるが，その
なかで森林や土地利用変化による排出量も含まれている。また，京都議定書によ
り，クリーン開発メカニズム（Clean Development Mechanism: CDM）や途上
国を対象国とする共同実施（Joint Implementation: JI）が開始され，森林は温室
効果ガスを蓄積する区域として，森林破壊を抑制する目的でこれらのプロセスに
関与している。森林は炭素を蓄積するシンクの役割も果たすが，同時に森林破壊

分野 年 条約や枠組み等名称

絶滅危惧種 1973 ワシントン条約

木材 1983 国際熱帯木材協定

環境 1992 リオ地球サミットとモントリオール・プロセス，国連森林フォーラム

気候変動 1994 気候変動枠組条約
京都議定書（1997年）のCDM・JI・REDD・炭素市場
パリ協定（2015年）

生物多様性 2011 生物多様性条約

砂漠化 2011 国連砂漠化対処条約

表3-1　森林保全にかかわる国際的な取り組み

（出所）Grebner et al.（2013）15章から筆者作成
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や土地利用変化は温室効果ガス排出源となる。UNFCCCでは，REDD＋という
森林保全の取り組みが行われており，途上国が温室効果ガス排出を抑制，またカ
ーボンシンク機能を維持，増加するために，森林減少や劣化を抑制することがで
きた場合に，検証を経て先進国が途上国に対して経済的支援を行うメカニズムで
ある。先進国が途上国の森林保全に貢献する画期的な仕組みといえる。また，欧
州，アメリカ，中国をはじめとする各国で炭素市場が創設されている。京都議定
書では温室効果ガス削減に寄与する一定の条件を満たした森林についても炭素吸
収量の取引を認めている。このように森林減少に対処するさまざまな協定や条約
があるものの，ワンヘルスの観点で制度設計が行われてきたわけではない。
　他方で，生物多様性条約（Convention on Biological Diversity: CBD）では，
生物多様性と人間の健康（ヘルス）について扱われている。森林は遺伝資源が賦
存する場所でもあることから，森林は大きなテーマとして扱われている。『生物
多様性の経済学――ダスグプタレポート』では，人間はエコシステムや生物多様
性の一部であり，生物多様性は人間の社会経済システムを内包する概念であるこ
とが打ち出された（Dasgupta 2021）。2016年に開催された生物多様性条約の第
13回締約国会議（CBD-COP13）において，WHOも協力し，ワンヘルス・アプ
ローチをエコシステムの管理法として導入すべきことが提唱された。その後，開
催された生物多様性条約の第21回科学技術助言補助機関会合（SBSTTA-21）な
どでもこのテーマは取り上げられ，生物多様性条約事務局による報告書にも盛り
込まれ（CBDSecretariat 2020），ワンヘルス・アプローチとの接合が行われよう
としている。
　以上では，多様な森林に関わる国際的枠組みを取り上げたが，一国の輸入規制
として，すなわち貿易を通じた財の調達を通じて，途上国の森林保全に影響を与
えようとする方策もいくつかみられる。欧州（European Union: EU）が他国の
森林政策に関与する政策を多く実施しているが，そのひとつが二国間政府の貿易
協定を通じて，森林保有国に森林を保護するよう求めるFLEGTというものである。
FLEGT（Forest, Law, Enforcement, Governance, and Trade）は2003年に導入
され，違法伐採対策として合法性が確認できた木材のみの輸入を推進する行動計
画として開始された。自主的パートナーシップ合意（Voluntary Partnership 

Agreement: VPA）を木材生産国とEU間で締結し，木材生産国で合法性確認がと
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れる仕組みづくりを行い，2013年には木材指令（Timber Regulation）において，
この仕組みのもと合法性確認がとれた木材を輸入することを加盟国に義務づけて
いる。また，2009年の再生可能エネルギー指令（Renewable Energy Directive）

では，プランテーションの開発が森林破壊の原因となってきたパーム油などの農
産物を再生可能エネルギーとして輸入する際に，森林破壊をしていないことを確
認するよう求めた。さらに，木材生産国との協議を経ずに導入する措置として，
EUは2023年に森林減少の原因となった林産物や農産物を輸入しないことを定
める規制（EU Deforestation Regulation: EUDR）を施行した。日本でも2017年
に違法伐採対策として林野庁所管のクリーンウッド法が施行されている。
　また民間でも森林認証を普及することを通じて，森林破壊を食い止めようとす
る動きがある。市場を活用した各国の公共政策として，木材や紙を含む林産物に
ついて，森林破壊をしていないことを確認し認証するFSC（Forest Stewardship 

Council）認証等がその例である。さらに，各国政府の森林保全に向けた政策には，
FSC認証等の取得を公共調達時に求めることや，グリーン購入・調達の制度も導
入されている。FSC認証を取得した森林は森林全体の4％程度であり 3），市場にお
いても一部にとどまる。一方，森林破壊を行わずに生産したパーム油の民間認証
にはRSPO（Roundtable on Sustainable Palm Oil）があり，世界のパーム油生産
量の2割程度を占めており，民間の取り組みも重要である（Michida 2023）。
　これらの欧州や民間による森林伐採に対する政策や対策は，消費国が生産国に
対して，生物多様性や地球温暖化対策として原生林や森林から違法な，また持続
可能でない木材産出や農産物産出に規制をかけることを目的としている。このた
め，現状はワンヘルスのアプローチとは異なる。ただし，人獣共通感染症対策と
して同様の仕組みを利用できる可能性はあるだろう。人獣共通感染症の原因とな
り得る土地や森林区域を指定し，それらの土地からの木材利用を差し止めること
などができれば，木材利用という側面からの人獣共通感染症対策を行うこともで
きるだろう。

3）世界の森林面積が40億ヘクタールと推計されており，2023年のFSC認証面積は1.6億ヘクタールと
公表されている。
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森林と感染症・野生動物との接触事例3

　以下では，途上国と先進国での人獣共通感染症の発生や広く人と野生動物の接
触がもたらす問題についての事例を通じて，森林との関係でどのような対策が予
防措置としてとられたのか，また今後可能なのかを検討していきたい。この2つ
の事例は次節で説明するように，病原体を保有する宿主が生息する森林が，減少
局面か増加局面かの状況により異なることに注目する。

3-1．途上国のケース——ニパウイルスの事例——
　ニパウイルス感染症は，現在予防するためのワクチンもなく，宿主も完全には
解明されていないがコウモリが宿主のひとつといわれる感染症である 4）。ニパウ
イルスに感染すると，高熱が出て脳が腫れるなどの症状が出る。これまでマレー
シア，シンガポール，インド，バングラデシュなどで多くの事例が発生し，
1998年にマレーシアで発生したニパウイルス感染症では，265名の感染者が出て，
105名以上が死亡した。またバングラデシュでは2001年以降もそれ以上の住民
が死亡している（Sharma et.al. 2019）。
　ニパウイルス感染症でも，発生の背景は各事例によって異なる。マレーシアで
のニパウイルス感染症の背景にあるのは土地利用変化であり，土地利用変化のお
もな原因はパーム油農園である。図3-2は，パーム油農園と森林減少，そして感
染症発生の地理的関係について，パーム油農園立地データと衛星データを組み合
わせてみたものである（Michida ande Souknilanh 2022）。具体的には，感染症
発生地点のイポ（Ipoh）と半島マレーシアにある規模の大きいパーム油農園のう
ち，衛星画像によって1992年から1999年の間に樹木被覆が減少した地域を黒
丸で示した。また，イポが立地するペラ（Perak）州のほか，ニパウイルスの感

4）ニパウイルスに関する文献は，the ENHanCEd Infectious Diseases databaseに900件が登録さ
れている。

	 https://eid2.liverpool.ac.uk/（2024年2月10日アクセス）
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染者が発生したスランゴール（Selangor）州，ヌグリ・スンビラン（Negeri 

Sembilan）州を示している。この図をみると，イポの近くで森林減少地点がみ
られるが，半島マレーシアで森林減少が多い地点はニパウイルスが発生した西側
ではなく，東側で多くみられ，森林減少の度合が感染症発生に与える影響は大き
くないようにみえる。マレーシアのニパウイルスの感染発生と拡大の背景に関す
る研究によると，森林地域に生息する野生動物のニパウイルスが，家畜のブタに

イポ

ペラ州

スランゴール州

ヌグリ・スンビラン州

　　1999 年に半島マレーシアでニパウイルスが最初に発生した Ipoh
●　半島マレーシアのパーム油農園（2021 年時点）のうち，衛星デー
タ（1992 年の 1999 年比較）で樹木被覆減少が認められた地点

図3-2　パーム油農園の森林減少と感染症発生の地理的関係

（データ出所）Michida and Soukunilanh（2022）より作成。
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繰り返し感染したことが，この3州での感染拡大につながったと分析されている 
（Pulliam et al. 2011）。このため，感染症拡大には森林減少に加えて，農業や畜
産との関係が影響したといえ，感染症発生には森林減少も含め，複雑な経路が関
係している。
　マレーシアの土地利用変化には，パーム油という日本を含む多くの国で消費さ
れるコモディティの生産がかかわっている。森林にかかわる土地利用変化がサプ
ライチェーンを通じて海外の消費活動と深くかかわっていることはパーム油に限
らずさまざまな財でもみられる（チン 2019; 赤嶺 2014）。特に影響が大きく，消
費国側で輸入する農産物等のコモディティが森林破壊にかかわる可能性がある場
合には，それを防ぐ施策が必要ということが認識されてきており，この場合のワ
ンヘルス対策は消費者も含めて考えていく必要がある。
　一方，インド，ケララ（Kerala）州では2023年に，直近5年で4度目のニパ
ウイルス感染症の発生事例が起こり，ケララ州で5名が死亡した。感染症発生が
判明した段階で5万3000世帯の聞き取り調査と1200名の追跡調査が行われた。
インドでは，とりわけ感染のリスクを低減するためには，宿主であるコウモリの
モニタリングやコウモリのすみかや食用となる果物の木の保全などの施策が必要
であると提言されている。しかし，開発を推進したい地元自治体や土地所有者に
よる施策のコストを誰が支払うのかという問題がある。このため，ケララ州では，
2022年に州政府がワンヘルスガイドラインを発出し5），世銀やAIIBが資金を拠出
する枠組みが設置された（Sivadasan et al. 2023）。
　農地の開発や土地利用変化の多くは開発途上国で起こっており，感染症の発生
源となっている。このため，特に開発途上国での対策が必要であるが，特に所得
の低い途上国においては開発の必要性と，無秩序な土地利用変化を引き起こすこ
とで生じる感染症リスクをどのようにバランスさせるかが課題である。課題への
対策には，農業活動や都市化の状況，そして感染症のリスクをモニタリングする
ことが必要である。しかし，このような活動にはコストがかかる。さらに，イン

5）ケララ州政府による行政文書。
	 https://dhs.kerala.gov.in/wp-content/uploads/2022/06/One-Health-Guidelines-GO-Rt-399-

2022-Health.pdf
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ドではニパウイルス感染症の散発的発生を受けて，人獣共通感染症のリスクが高
い地域の開発を規制し，保護する必要があることが認識されている。そして，コ
ウモリの餌やすみかとなる大きな木を保護することが有用であることが科学者に
よって提言されている。しかし，土地の管理の意思決定は州政府だけでなく複数
の行政組織や民間土地所有者が行っており，保護政策を実施することは困難を伴
う（Sivadasan et al. 2023）。
　土地利用にかかわる政策には困難も伴うが，感染予防のためには住民教育も重
要な役割を果たすと考えられている。研究者達はケララ州の住民に対し，コウモ
リや落ちた果実，バナナの蜜はコウモリの唾液で汚染されている可能性があるの
で食べないよう教育している。しかしバングラデシュで発生したニパウイルス感
染症では，コウモリの分泌物に汚染されたナツメヤシの樹液を飲んだことが原因
となっており，地域によって異なるメッセージが必要となるだろう。また，ケラ
ラ州は，ニパウイルス感染症を受け，感染発生を早期に検知するモニタリングシ
ステムを構築し，早期対応を行う体制を作った（Anish 2023）。生態系や宿主，
政策，そしてウイルスについてより多くの研究や調査が必要とされている。

3-2．先進国のケース――SFTS感染症とヒグマの事例――
　マダニは重症熱性血小板減少症候群（SFTS）を引き起こすウイルスを媒介し，
人間が感染すると発熱，消化器症状，頭痛などの症状を引き起こすほか，致死率
が10％にもなる危険な感染症である。治療法は対症療法しかなく，マダニに咬
まれないことが重要となる。SFTSは2011年に中国で流行が認識され，日本で
も2013年に症例が出て以来毎年60-100名の感染者が出ている 6）。日本のマダニ
の数は，シカの生息数が多い地域ほど多くなっていることが報告されており，シ
カと人間の接触機会を減らすことが重要である。シカの食べ物となる植生を管理
したり，マダニの生息する落ち葉を撤去するなどの方法も考えられるが，エコシ
ステム全体への影響を考慮すると，シカと人間の接触を減らすための柵を設置す

6）厚生労働省ホームページ。
	 https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou19/sfts_qa.html（2024年2月10

日アクセス）

https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou19/sfts_qa.html
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るなどの方策が合理的であるとされている（Iijima et al. 2022）。また，共生につ
いての方策として，消費者の間でシカ肉を消費することが広く普及しているわけ
ではないなか，シカの駆除やシカ肉の資源化についても議論が行われており，シ
カ肉については衛生管理手法の導入が必要であると提言されている（松浦ほか 

2016）。
　野生動物と人間との共存については，クマについて多くの研究や対策の実施が
行われている。クマの生態や自治体における接触管理等の取り組みについてはこ
れまでも研究や実践が行われている。クマとの接触管理の事例の多くは，クマに
遭遇することにより襲われるなど住民の安全に直接かかわる点に重点がおかれて
おり，本章でこれまで議論してきたような感染症の媒介をする野生動物としての
クマとは異なる。しかし，野生動物と人間との共存という意味においては共通の
課題を見出すことができる。
　途上国における森林は，食料調達の場として，また所得を増やす源泉である側
面が大きかった。他方で隣接する森林にクマが生息する札幌市では，都市計画と
して自然との共生に主眼がおかれ，みどりの基本計画が策定され，生物多様性に
配慮して，森林と市街地が接続するような都市計画が行われてきた。佐藤（2021）

では，札幌市でこれまでどのようにクマと共存する社会の形成を試みてきたかに
ついての経緯が，クマの生態調査の結果もふまえた上で詳細に記されている。札
幌市は山と市街地がつながる都市計画の影響もあり，2020年にクマが人の居住
地に入り込み，人がクマに襲われる被害が発生した。このため，札幌市では
2023年に札幌ヒグマ基本計画を策定し，ヒグマ対策を打ち出している。このな
かで，野生動物であるクマと人間の居住地の区分けを行い，中間に緩衝地帯を設
けるゾーニング管理が提案されている。さらに，市街地では，農園などへの電気
柵の設置や餌になる農業残渣の放置をしないようにするなどの対策が推奨されて
いる。さらに，市民に対してクマによる人身被害の状況，クマの生態，対策方法
などの情報の普及や教育が行われている。また市民の意識調査も行われている。
　しかし，クマが人間に危害を加える件数が増加すると，野生動物の駆除につい
ても議論が必要となる。Sato（2017）は，札幌市の市街地での大型野生動物であ
るクマとの共存事例を，クマの生態をふまえて議論している。自然との共存をめ
ざして人獣間の距離が縮まると，市街地に侵入し人に危害を加えたり問題をおこ
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すクマが出てくる。このため，クマとの共存の方法が検討される必要がある。以
前はクマの個体数の管理のために春熊の駆除が行われていたが，数が減りすぎた
ため，近年は行われていない。このため，クマの個体数が増加していることも被
害の拡大につながってきた。しかし，野生動物保護の意識が高い市民が増え，ク
マは駆除の対象となるものではなく，共存する対象として受け取られるようにな
った。
　このように，クマとの共存方法についての価値観は時代によって，また地域や
人によって多様である。特にクマの被害を直接受ける住民と，直接被害を受けな
い地域住民以外の市民でもクマの危険性への認識や鳥獣保護への意識が異なる。
問題行動を起こすクマを駆除するニュースが報道されると，域外から苦情電話が
寄せられるなど，共存のためにどのような政策を実施するかを検討するには，議
論を重ねコンセンサスを作ることが必要である。
　さらに，このような政策のためにはクマの生息数の把握や生態の解明など科学
的根拠を伴うモニタリングが必要となる。モニタリングのコストを誰が負担する
のかという問題は，日本でも議論が必要であろう。また，大型の野生動物との接
触は先進国に限った課題ではない。しかし，対策においては先進国と途上国の市
民の意識が異なる場合も多くみられる。以下でも議論するが，国や文化によって
異なる対策が必要となることはいうまでもない。

ミクロの接触管理
――森林フロンティアにおける野生動物と人の接触管理――

4

　前節のアジア途上国のニパウイルス感染症と日本のマダニ感染症やヒグマによ
る人身被害の事例からも，人獣共通感染症をはじめとする人と動物の接触がもた
らす問題のリスクを下げるためには，既存の森林保全政策を用いて森林破壊を抑
止した上で，森林のフロンティアにおけるミクロな管理が必要であるといえる。
とりわけ，感染症が野生動物や人間に広まるリスクを低減するには，人間と野生
動物の接触機会を減らすような政策や行動変容が必要である（World Bank and 

FAO 2022）。人獣共通感染症や人獣衝突事例等を予防する政策や施策をさまざ
まな対象国や地域で考慮していく上で，社会経済的な観点から少なくとも4つの
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要素の検討が必要であろう。
　第一に森林の状況は森林の遷移（forest transition）の理論によって議論される
ように，森林被覆は経済発展段階に影響を受ける。所得が低い国々が経済発展を
するにしたがって，第一次産業としての農業が振興され，農地拡大や人口増加に
伴う森林減少が進む。しかし，農村から工業部門へと労働者を供給する二重経済
を経て，農業以外に十分な所得が得られる産業が発展すると，森林の回復が起こ
ったり，植林が行われたりと森林面積が拡大する（Rudel et al. 2005）。データ
からも，熱帯地域にある開発途上国では森林減少がみられ，一方，多くの先進国
では，森林が原生林に回復するわけではないが，森林面積の回復がみられている
（Estoque et al., 2022）。前節の日本の事例が示すことは，土地利用変化は開発
途上国でおこる森林破壊によるものだけではなく，先進国で行われる植林や耕作
地放棄も土地利用変化をもたらす原因であるということである。すなわち，人獣
共通感染症や野生動物による人身被害の問題では，先進国でみられるような，植
林による森林面積の増加等の土地利用変化も野生動物の分布に影響を与えること
も考慮していく必要がある。
　森林遷移の段階により，森林に影響を与える社会経済的な背景は異なっている。
たとえば，森林破壊が急速に進行しているときには，木材需要とその経済的価値
の高まりが背景にある。他方森林破壊が進み林産物供給量が減少し，森林が提供
する環境価値の高まりが起こる局面では，森林保全への機運が起こり，森林破壊
のスピードの減速や回復に資する。たとえば，開墾に伴う限界費用の小さい耕作
地が利用された後は，開墾が難しい土地が残されているため森林破壊のスピード
が低下することが予想される。また，経済発展に伴い相対的に農業よりも工業，
サービス業に従事するほうが人びとにとってより高い所得が得られる場合にも森
林破壊のスピードを低下させる要因となるだろう（Angelsen and Rudel 2013）。
このため，社会経済状況とその背景にある社会経済的なインセンティブをワンヘ
ルス政策にも生かしていく必要があろう。インドのケララ州の事例では，土地開
発のインセンティブが高いことから，ニパウイルス感染症発生リスクの高い土地
や樹木の保全が難しいという背景を考慮していく必要があることが示されている。
　第二に，森林保護やミクロ的な対策を講じる上で，森林利用のインセンティブ
は発展段階にも依存するが，対策を実施する時の資金や人的資源も，国の発展段
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階に依存する。先進国で人獣共通感染症等への対策を行う場合には，国内で資金
や専門家の育成などが相対的に容易である可能性があるが，開発途上国で対策を
行う場合には，資源の制約のために，難しいことが想定される（Estoque et al. 

2022）。さらに，いまだ森林資源が経済発展の原資として活用され，また環境保
全よりも貧困削減が優先される開発途上国の場合と，日本のように一定の経済発
展をし，環境保全が重視される場合では対策が異なる。途上国の森林保全では，
森林破壊を伴う農業生産によって生計をたてる人びとへの対策が必要となろう。
ニパウイルス感染症発生のインドの事例では，コウモリのすみかやエサになる果
樹を保全する必要があるが，そのような木が生育する土地の所有権を誰がもつの
か，また土地改変による経済的な価値がどのくらいになるのかなどによって，保
全対策が困難になる場合もある。とりわけ途上国においては，森林の土地の所有
者は，それは自身で処分や利用が可能な土地であるとは認識していても，自身が
所有する土地が森林地域に区分されているという意識がなく，森林保護は自身の
土地の問題であると理解していない場合も多い（Maxton-Lee 2020）。このよう
な場合でも，土地所有者が保全措置を講じることに対して補償を行うなどの政策
があれば効果があがる可能性があるだろう。
　ワンヘルス・アプローチでは，森林減少を食い止めるためのREDD＋に該当
するような国際枠組みはまだ設置されていないが，制度は参考になると考えられ
る。REDD＋は，すでに述べたように実際に森林保全を一定期間行うことで，先
進国から途上国への経済的支援が行われる仕組みである。人獣共通感染症を防止
する上でも重要な森林の保護や土地利用が変化しないような措置が行われた場合
には，その成果の検証を経て先進国が支払いを行うなどの仕組みが考えられるか
もしれない。森林保全政策，REDD＋の仕組みに，森林破壊の原因となってい
る土地所有者，そして林産物や野生動物利用者のインセンティブや動機の理解を
生かすべきであるとの議論も行われている（Angelsen and Rudel 2013）。森林保
護政策で得られた知見が生かされると考えられる。
　一方，日本のような先進国で，農業に多くの所得を依存しておらず，また人間
が居住する地域や耕作地が縮小しているなどの状況であれば，札幌市の事例のよ
うに，農業残渣を放置しないことや，動物と人間との距離を保つために，人間の
居住地域の果樹は伐採するなどの市民の啓発や，札幌市のような行政による街づ
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くりへの工夫などの対応策をとり得るだろう。
　第三に，対策を実施する際には，住民の人獣共通感染症等に対する知識や理解，
行動変容などが求められるが，住民の意識や文化に大きく影響を受けると考えら
れる。特に開発途上国と先進国では，野生動物に対する文化的な文脈が異なるこ
とにも注意が必要である。開発途上国では，農園や都市開発等に伴い人間が森林
破壊を行うことで，生物多様性に影響を与えたり，従来棲んでいた野生生物と接
近したりということが課題になる。さらに，開発途上国には狩猟採集生活をする
なかで，野生動物を食し，ともに生きることを日常とする人びともいる（奥野 

2021）。一方で先進国，とりわけ日本は野生動物のジビエも盛んにはなってきて
いるものの，野生動物を多くの住民が食用にする習慣はなく，さらに野生動物の
捕獲には慎重な人も多い。特に先進国では，野生動物保護が推進されることが多
い。近年クマが市街地に出没して人間を襲う事例が発生しているが，クマの駆除
に対して他地域の市民から反対意見や苦情が寄せられるなど，野生動物と人間と
の関係性はより感情移入の対象となる傾向がみられる。野生動物の駆除が必要と
考えられる際にも，「かわいそう」などと否定的，または消極的な意見もみられる。
他方，野生動物を食する習慣があるラオスでは，野生動物は高級品や贈答品とし
て貴重な食品と扱われ，野生動物は感情移入の対象としては扱われていない。こ
のように，異なる文化背景をもつ人びとに対して人獣共通感染症等の予防のため
の理解を求めていくためには，異なるアプローチが必要となる。
　第四には，病原体を保有する宿主の種類によっても対策が異なることが考えら
れる。人獣共通感染症で考える対象がコウモリやネズミ，蚊やダニである場合と，
シカやイノシシ，クマなど大型動物である場合では対策が異なる。クマやシカな
どの大型動物が関与している場合には，人間の生活圏からの隔離や駆除が問題と
なる。しかし，ネズミやコウモリである場合には，異なる対策が必要であろう。
　このように，ワンヘルスという概念のもと，グローバルに広がる感染症を含む
パンデミックを予防する取り組みを必要とするが，ミクロな取り組みは各地域や
文化，野生動物の種類などに応じて変化させていく必要がある。
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まとめ

　森林減少は，病原体の宿主となる野生動物の分布の変化を通じて，人間と野生
動物の距離を縮め，感染症の伝播の原因となってきた。これらの多くの感染症は，
森林が多く賦存する国で発生することも多いが，日本でもマダニが媒介する感染
症や，新型コロナウイルス感染症のように海外から伝播するものもある。グロー
バル化が進み人の移動が盛んに行われる現代においては，世界のどこで感染症が
発生しても，各国が影響を受ける可能性があり，整備された人獣共通感染症を防
止する体制は国際公共財であるといえる。ワンヘルス・アプローチとして人獣共
通感染症を防止していくためには，森林減少を食い止めるマクロな森林管理の継
続と同時に，野生動物が生息する森林と人間の居住地域のフロンティアにおいて
ミクロな接触管理を組み合わせていく必要がある。ミクロな接触管理は，森林の
推移の状況や経済発展の段階，そして人びとの文化や習慣などの選好，そして宿
主となる生物の種類などの要因によって，適切な防止のための政策をとっていく
必要がある。政策の種類は都市計画，土地利用の規制，感染症予防のための人び
とへの教育など多岐に及ぶ。都市計画では，生物多様性との共存という視点と感
染源となる生物と人間の居住地の隔離という両方の視点が必要となるし，土地利
用に関わる政策であれば所有権の状況や，所有者や使用者の経済的な動機の理解
が実効的な政策の導入には欠かせない。また，野生動物とのかかわりにおいて人
びとの行動変容を促す施策が必要となる場合があるが，その場合も人びとの野生
動物に対する認識や背景文化などにあわせて必要な政策に関する制度を適切に設
計していく必要があるだろう。本章では，比較的情報の多い2つの事例を示した
が，今後自然科学的，医学的見地からだけではなく，社会科学の視点の研究の蓄
積が増えることで，より多くの政策立案への貢献が期待される。また，民間認証
の枠組みにワンヘルスの視点を取り入れることや，REDD＋などの森林保全に
かかわる国際協力案件等の政策に追加することでワンヘルス対策を行うこともで
きる。今後さまざまな議論を経て，ワンヘルスの見地から，予防的アプローチが
試みられる必要があるだろう。
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　本章では十分議論できなかったものの，気候変動の影響も近年無視できなくな
っている。気候変動は動物や人間の健康やエコシステム全体にも影響を与えるこ
とから，それぞれを独立してとらえるのではなく，統合して政策やモニタリング
を実施していくべきであるとの提言も行われており（Zinsstag et al. 2018），ワ
ンヘルスの観点からもさらに検討を進めていく必要がある。
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